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（別紙1）対象稜蘭

★ガット政府謁違協定対象竃関

衆議院・

参法院

最高裁判所

会計検査院

内閣

総理府

公正取引委員会

国家公安委鼻全

く警察庁）

公害等調整委員会

宮内庁

総務庁

北海道開発庁

’防衛庁

経済企画庁

科学技術庁

環境庁

沖是開発庁

国土庁

法務省

外務省

大蔵省

文部省

厚生省

農林水産省

通商産業省

運輸省

郵政省

労働省

建設省

自治省

北苺這旅客鉄道㈱

東日本旅客競道㈱

東毒旅客鉄道㈱

西日本旅客鉄道㈱

四国旅客鏡這簡

九州旅客鉄道㈱

日本貨物鉄道㈱

日本たばこ産業㈱

日本電信電話㈱

国民金製公庫

住宅金融公庫

農林連票金た公庫

中小企業金程公庫

公言企業金融公庫

北蔦道東北開発公庫

社会福祉・医療事業団

中小企業信用保険公庫

環境衛生金覧公庫

沖籍振異聞莞会話公庫

日本間莞貴行

日本輸出入急行

★85年7ウシ】ン・1吋ラム対象岩間

水資源開莞公団

新東京国際空港公団

日本這措公団

環境事業団

国際協力事業団

年金福祉事業団

労働福祉事業団

覆用促進事業団

国民生活センター

日本手斗竿技術情報センタ、一

国際交流基金‘

日本体育・芋校笹原センター

放送大学学園

日本中央競馬会

日本貿易琵異会

新エネルギー・産業

技術総合開莞籍構

－55－

★「政府的遠軽関する申合せ
で対象となった提開く注）

地域撮巽整備公団

農用地整備公団

石油公団

首都高速道路公団‘

住宅・都市整庸公団

動力炉・核旗料開発善業団

金属鉱業事業団．

石炭鉱害事業団

中小企業事業団

日本国有鉄道清算事業団

簡易保険福祉事業団

中小企業退壱金共済善業団

寿都高速度交通富国

北方領土問題封買協会

毒外経済協力基金

日本原子力研究所

公害偉廣被害繕堰予防協会
奄美害鳥振興開莞基金

日本育英会．．

私立学校敦童貞共済埠合

社会保険診痩害封支払基金

心身障害者嬉祉協会

農林漁業団体壱員共済組合

日本自転車振興会

アジア経済研究所

日本小型自動車振興会

日本労働研究躇構

消防伍員等公務災害

補償等共済基金

（注）r動力炉・核燃料開発事業団J、

r日本原子力研究所」について、

r政府間華に関する申合せjで

読定する闊達は除く。



★新たなrガット政府調達協定J対象桟関

（但し、地方公共団体を除く）

森林開発公団

船舶整備公団

日本鉄道建設公団

阪神高速道路公団

本州四国連絡橋公団

新技術事業団

畜産振興事業団

蚕糸砂糖類価格安定事業団

理化学研究所

国立教育会館

日本芸術文化振興会

日本学術振興会

日本私学振興財団

社会保障研究所

地方競馬全国協会

農業者年金基金

国際観光振興会

鉄道整備基金

建設業・清酒製造業・林業退職金共済組合

（注）上記権関については、本年10月より準備が整い次第本捨置の対象とする。
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（別紙2）苦情処理手続

我が国は、物品全般の政府調達に関する苦情については、新たな・r政府闊達に関する協

定」が我が国について効力を生じるまでの間、以下に規定する手掛こ従い、中立のr政府

調達審査委員会」（以下r委員会」という。）による審査を活用しつつ処理することとす

る。なお、物品個別分野に関する既存の苦情処理体制については、同委員会の中に設けら

れたものとして位置付ける。

1．委員会

（1）委員会は、審査対象となる調達に関して実質的な利害関係を持つものであっては

ならない。

（21委員会は、苦情を文書で受理し、調達橙関による調達のいかなる側面に関しても

事実関係を調査し、珂達棲関に対する提案を行う。

（3）委員会は、政府調達に関する有識者で構成する。・利害関係を有する委員は、当該

苦情審査に参加できない。

（4）委員会‾は、必要に応じ、審査対象となる調達に関し知見を有する技術者等より意

見を聴くことができも。この場合、当該技術者等は、当該闊達に関して実質的な利

害関係を持つ者であってはならない。

（5）委員会は、必要に応じ、個別分野ごとに委員会を設けることができる。

2．供給者は、本運用指針の条項に反する形で珂遠が行われたと判断する場合には、委

員会に対し、苦情を申し立てることができる。供給者が、本運用指針の違反があると

考える場合には、まず、当該調達を行った桟関との問で辞決を求めることが奨励され

る。

3．参加者

川　調達桜聞及び当該詞遠に関係する全ての潜在的な供給者は、・苦情処理手続に参加

でざる。なお、「供給者J　とは、珂連接関の珂達公示に係る裂‾品又はサービスを提

供した、又は提供が可能な者を言う。　　　1

（2）当該調達に関係する全ての潜在的な供給者は、4，（4）に定める通知の受領後7日以

内に参加の意思を委員会に通知しなければならず、参加者は、4．－（31の規定によって

妨げられない限り、4．（71②に定める手続の通用を受ける。

4．調達審査手続

川　供給者は、珂達手痕のいずれの段階であっても、本逆用指針ゐ如象となるいずれ

かの規定に反する形や調達が行われたと判断する瘍合には、苦情の要因が判明し、

又は当然判明し得るようになってから10日以内に、委員会へ苦情を申し立てること

ができる。供給者は、委員会に苦情を申し立てた後1作業日以内に、その写しを詞

－57－



達桟関に提出する（日数の計算は、特に規定のない限り暦日による。）。

（21委員会は、苦情の申立てが遅れて行われても、

は当該申立てを受理できる。

（3）委員会は、申立て後7．日以郎；苦情を審査し、
ヽ

書面により理由書付して却下することができる。

①　遅れて申立てが行われた場合

正当な理由があると認める場合に

下記の各項に該当する場合には、

②　本選用指針と無関係な場合

③　軽微な、又は無意味な場合

④　供給者からの申立てでない場合

⑤　その他委員会による審査が適当でない場合

（4）委員会は、苦情が正当に申立てられたと認める場合には、当該調達に関係する全

ての潜在的な供給者に対して1日以内に文書で通知する。

（5）契約締結又は契約執行の停止

①　委員会は、契約締結に至、る前の段階での苦情申立てについては、苦情処理に係

る期間内は契約を締結しない旨の要請を、申立て後10日以内に速やかに文書で行

う。
l

②　委員会は、契約締結後10日以内に行われた苦情申立てについては．、苦情処理に

係る期間内は契約執行を停止する旨の要請を速やかに文書で行う。

③　調達桟関は委員会から契約を締結しない旨又は契約執行を停止する旨の要請を

受けた場合には、速やかにこれに従う。ただし、当該調達桟関の長が緊急かっや

むを得ない状況にあるためく又は国益上の理由があるため、機関．と・して委員会の

要請に応じることができないと判断し、かつ、その旨を事実関係とともに直ちに

委員会に文書で通知する場合は、この限りでない。

（6）調査

①　委員会は、苦情の申立てを行った者（以下「苦情申立人」という。）及び調達

桟関による説明、主張その他文書の提出等によって苦情についての調査を行うも

のとする。

②　委員会は、苦情申立人若しくは調達桟関の要請により、又は委員会自らの発意

により、苦情の内容について公聴幸を開くことができる。

（71調達桟関の報告書

①　調達機関は、委員貧に対し、苦情申立ての写しが提出された後14串以内に、以

下の事項を含む苦情に関する報告書を提出しなければならない。

ィ．当該苦情に関連する仕様書又はその．一部を含む入札書類

ロ．当該苦情に関連するそ＿の他すべての文書

ハ．関連するすべての事実、判明した事実、調達機関の行為及び提案を明記し、

かつ、苦情事項のすべてに答えている説明文

二．苦情を解決する上で必要となり得る追加的事項又は情報

②　委員会は、①に定める報告書を受領後直ちにこ苦情申立人及びその他の参加者

に対し、関係文書の写しを送付するとともに、当該文書ゐ受領後7日以内に、委

員会に意見を提出する又は当該文書に基づき事実判断を希望する旨の要望を提出
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する桟会を与えなければならなら委妄会は、当該意見又帽望を受領した後直

ちに、その写しを調達機関に送付する。

調達機関は、供給者の同意があうキ場合を除き、当該供給者の営業上の秘密、

製造過程、知的財産、その他当該供給者が提出した商業上の秘密情報を第三者に

開示しない。
′′1

5．審査結果及び提案

（1）委員会は、苦情が申し立てられた後90日以内に、審査結果め報告書及び珂遠機

関に対する提案書を作成する．。委員会は、その審査結果において、苦情のすべて又

昼一部を認めるか又は却下するかを明らかにするとともに、闊達の手続が本運用指

針の定める捨置に反して行われたものか否かを明らかにしなければならない。

（2〉　委員会は、法律に違反する不正又は行為の証拠を発見した場合には、適当な執行

当局による措置を求めるため、当該当局に通報する。

（3）要具会は、審査結果及び提秦を作成するにあたり、珂達手続における畷庇の程度、

一部又はすべての供給者に与えた不利益な影響の程度、本選用指針の埴旨の阻害の

程度、参加者の誠意、当該調達寧こ係る契約の履行の程度、当該提案が琢府に与える

負担、調達の緊急性及び調達機関の美醜に対する影響等、当該調達手続に関するす

べての状況を考慮する‘ものとする。

（4）委員会は、本運用指針に定める捨軍が実施されていないと認める場合には、以下

の一又は二以上を含む適切な是正策を提案する。
1

①　新たに調達手続を行う。

②　調達条件は変えず、再度調達を行う。

③　調達を再審査す．る。・

（動　▼他の供給者を契約締結者とする。

⑤　契約を破棄する。

（5）委員会は、審査結果の内容を文書にし、提案とともに1作業日以内に苦情申立人

、調達桟聞及びその他の参加者に送付する。

、（6）調達穏関は、原則として、当該調達機関自身の決定として、正当に申し立てられ

た苦情に係る委員会の審査結果に種うものとする。調達桜関は、審査結果に従わな

いとの判断を行った場合には、報告書を受領してから10日以内に理由を付して委員

会に報告しなければならない。　　　　　　　．－

（7）委員会は、審査結果に関する外部からの照会に応じる。

6．迅速審査

川　委員会は、苦情申立人又は調達機関から文書で苦情の迅速な処理の要請があった

場合には、この項に定める迅速審査の手続に従って苦情処理を行うか否かを決定す

る。

（2）委員会は、迅速審査の要請を受理した後2日以内に迅速審査を適用するか否かを

決定し、書情申立人及び調達機関に対しその旨を通知する。

（3）迅速審査が通用される場合の期疲及び手続は次のとおりとする。
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①　闊達機関は、委員会から迅速審査通用の通知を受け年後6日以内に、4．（7）に

定める報告書を委員会に提出する。委員会は、この報告書を受領後直ちに、苦情

申立人及びその他の参加者に対し、関係文書の写しを送付すると：ともに、当該文

書の受領後5日以内に、委員会に意見を提出する又は当該文書に基づき事実判断

を希望する畠の要望を提出する機会を与えなければな．ら中、。委員会は、－当該意

見又は要望を受領した後直ちに、その写しを閏達機関に送付する。

②　委員会は、苦情に関する審査結果及び提案を苦情が申し立てられた後45日以

内に文書で行う。
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（参考資料）

日本の公共部門における電気通信量器及びサービスの調達に関する措置について

平　成　6　年　3　月　28日

7クシヲン・1ログラム　実行推進委員会

第21匝アクション・プログラム実行推進委員会決定

我が国政府としては、r日本の公共部門における電気通信橙器及びサー・ビスの調達に関

する捨置」を我が国の自主的措置として別紙のとおり決定する。
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物　品政庁笥蔓の笥目星亭1箭フ　〇　一二・テ　十　一ト

凡例

口全ての皐について亮r輝Jとして、折SDR整備頚　◎ヽ′と見込まれる害毒案件（4．）

賃荏審査手読

市等語童のための

賃薯重美招領手芸等

琵違前寮長招請手議

人音し亭請

至情処琶手宗等

原則として、齢、らの更科
事項出を求めなく如云喜切な
仕譲等を扶定することが巨象な
案件く肺万SDR以上の罵袈鋲
と見込まれるものに罷る，）

（3．）

・ 資 ：格 雷＝　 2 ヒ
曹　　 」＝L

有　 資　 格　 音　 名　 轟　 の　 琵笥　 覧
（名詩 及 び昆玩 ）

商等調査のための資料謹供招請

質左記抽もの

寅誇署主宰請書票の繁票・毒寿」と宰
（11．（2））

鼠算のための窯全売を

盲等公示（12．（2））

市場琵亘の基本的考え方（2．）
資料の簑貞招請につき言霜公示
※宝鼻緒院は急を要する壊合を
除き、公示の翌日から篭算して
少なくとも知日以降く3．）

■1六六七㌢rごJJごごま∴六七七㌢ヒごと■《子吉六六声声音真言JJJごヂJJ√JJ∴宍ヤヽ

軽震当初等の富等公示（80万SOR以上）葺5・＝
1ノ｝ゾ■■■ゾ■■′■■少ゾ′l｛｛■′■ゾPlヽ～～｝｝ゾ少｛｛ヽ～～リ｝ゾ■P′ゾ■■ゾウP

序　詞上道　セ　ミ　ナ　ー　の　詔「饉

鍔違案件の閲賢 （10万SDR 以上）

仕譲吉の案の作成が
完了した旨の富等公示

入札公告（公示）

蓄　積　処　理　亭　揆

不公正な入札の防止

外務省及び蔓省庁卦等道　5．（21

6．（2）

厚別として

公示の翌日
から彗算し

て少なくと
も20日以後

（も（診）

一筐焚き契約の

冥薫の蓋震

原則として
罰ヨ以上
（ltH2））

庶別として
少なくとも
討ヨ前
（4．①）

つ‾　‾‾「 琵琶崇続の婆全

迂誓契論の事前公示

原則として腰圧応接高札方式
上記で十分に弱応できない場

合は可鮭缶召昌で転琵的に結
合詳這再芹L方式をとる，

（9．（3】）

指名掟争入札を行った場合に
富等；雲星噂する彗該入札の冨
札欄の中に指名桑著名を公
示　（12．日）

新たな説話宗達諺定が禦茄するまでの問
に障る，伊産2）

（lも）

一62一

遅

1

象
至

当
笥

10万SDR
以上の琵這頚

と見込まれる
民芸票芹につ
き努的予定己

の少なくとも
20≡罰に盲幸三
公示CS．）
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日本の公共部門における電気通信壊器及びサ」ビスの討鼻こ関する措置

王．一般方針
1．日本の公共部門における電気通信枝器及びサービスの調達に関する本籍置く以

下「措置」という。）の目的は、内外無差別、透明、公正、競争的かつ開放的な
政府調達手続を確保することにある。この目的を達成し、日本の公共部門の調達

における競争力ある外国の軍気通信磁器及びサービスに対する市場アクセス及び
販売を相当程度増大させることを意図して、日本国政府（以下「政府」という。）

は以下で定める措置を実施する。

2．政府は、既存の政府調達に関する協定の規定を遵守する義務を再確認するとと

もに、1996年1月lE＝こ発効する予定の新たな政府調達に関す＿る協定に対す
る支持を表明する。新たな政府調達に関する協定が日本国について効力を生じる
前は、措置は、既存の政府調達に関する協定の要求する事項に加えて実施される

ものであ＿り、また、措置の実施葺こ当たっては同協定との整合性が確保される0新
たな政府調達に関する協定が日本国について効力を生じた後は、旛置は、既存の

及び新たな政府調澤に関する協定が要求する事項に加えて実施されるものであり、
また、措置の実施に当たってはこれらの協定との整合性が確保される。（既存の

協定及び新たな協定を以下併せて「コード」という。）

3，措置は、10万SDR又はコードの基準額のいずれか低い方の金額以上のすべ
ての附属審3に定義された電気通信桜器及びサービスに関し、附属審1及び2に

掲げる窟関（以下「棍関」という。）による購入、リース、レンタル、割蹴その
他のすべての契約手段による調達に対して適用される。

II＿＿・内国民待遇及び内外部差別
1．措置が適用される調達に関して、政府は、外国の製品及びサービス並びに外国
の供絵者であって外国の製畠及びサービスを提供する者に対し、次の待遇よりも不
利でない待遇を与える。
（1）・国内の製品及びサービス並びに供給者に与えられる待遇・
（2）　当該外国以外の外国の製品及びサービス並びに供給者に与えられる待遇

2．措置が通用される調選に関して、政府は、次のような取り扱いをしない。

（l）国内に設立された供給者を当該供給者が有している外国企業等との関係
（所有関係を含む。）の程度に基づいて、国内に設立された他の供給者
より不利に取り扱うこと　　　　　　．i

（2）　国内に設立された供給者を、特定の調選に闘し、’当該供給者により供給
される製品又はサービスが夕日封の製品又はサービスであること七基づき
差別すること

lIl‥　措龍の対象となるすべての調達に適用される方針及び手続
1．将来の調遜計画
棍縮ま、措龍の対象となる電気通信機器及びサービス・ゐ調遊惰報（Q）概保協及
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ぴその住所、②調達の内容（名称、数量）、③入札公告の予定時期）を、年度の可
能な限り早い時期に官報で公示することにより、供給者が右計画に対し意見を提

出することを可能とする。官報で公示された調達関連情報については、第IV章

3．で定める桟閲の窓口たおいて痢党に供する。但し、本項の公示以前．に入札公

告又は下記5・の意見招請を行っている場合は、本項の情報提供の手続は省略で
きる言

2．一般的必要事項

2．1°．桜関は、電気通信穣器及びサービスの調達が必要となった場合、最大限

可能な限り競争を促進す’ることを目的として、‘また機関が取得可能な最も適切な
電気通信桜器及びサービスによりその必要を満たすことを確保するために、調達
計画を立てるとともに必要に応じ市場調査を行う。

2・2　桜関の予算要求に関して何れの供給者にとって利用可能とされた情報も、

無差別に利用可能とされる。楼関は、予算要求の作成及び仕様の作成の開始から、
入札説明書の発行及び契約の落札に至るまでの調達の如何なる段階においても、

当該供綺者を他の供給者より優遇することになるような事前情報をいかなろ供給
者に対しても与えない。棍関は、すべての内外の供給者に対し、すべての入札前

情報に対する平等なアクセスを与えるとともに入札前の活動への参加に平等な棍
会を提供する。棍関は、入札前段階で入手した情報を供給者を排除するために用
いなし‘、。

2．3　桟関は、調遷される電気通信窟器及びサービスの技術、予算、仕様、接
穂又はその他の側面について話し合われる技術委員会、諮問グループ、研究会そ
の他同様の会合が設定される場合、すべての供給者に対し平等に参加するための
桟会を与えることを確保する。

2．．4　供給者の資格の審査

（1）桜関は、入札手続における供給者の資格膏蚕に陛し、外国の供給者の問又
は国内の供給者と外国の供給者との間に差別を設けない。

（2）楼関は、入札手品への参加のためのいかなる条件も、供給者が当該入札に
係る契約を履行する能力を有していることを椛保するために不可欠なものに限定
する。

（3）犠閲は、－毎年、資格審査のための招精を官報に公示する。これには入札参
加のための客観的かつ特定された資格婁件が示さiれる。
（4）供給者が資格を有するか否かを釈定するにあたり、接園はその自己資本研
及び圏外での営業も考慮する。
（5）犠l捌ま、特定の調適のために入札公告がなされた後の期間を含め、如何な
るときも供給者が資格を得られる械会を与える。贅路の有効期間は次の定期幕恋
までの期間とする。但し、定期詐充で資格を得た場合には、韓路は2咋又はそれ
以上とするこ，

（6）桟閲は、供給者に対して酎路許丑の結果を鮎雨で通知する。言兆捨者が酎各
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を得られない場合、桜関は当該供給部手対して、資格が無いとした理由及び資格
が得られない旨の通知を受け取ってから7B以内にさらなる説明を要請する資格
がある旨通知する。

2．5　横関は、調達のための調査や設計サービスを請け負った供給者又はその

関連会社が、当該関与によって競争上の不公正ぢ利点を享受する場合には、入札
過毒封こ参加することを認めない。ただし、措置に定める意見招請手続を採ること

とされていろ調達の契抑こ当該サービえカ増まれる場合はこの限りでない0

2．6　桟関は、前の契約を引き続く契紬ま、措置に定める手卿こ従う別個の開

運として扱う。措置に定める手続に従って結ばれた契約における選択又は更新規

定の運用の結果として．結ばれた契約は、引き続く契約とはみなさ．れない0

2．7　機関は、
（1）措置の通用を避ける目的又は特定の供給者を利する目的で調達計画を準備、
立案してはならない、

（2）また、第守葦で定める基準額未満に契約額を引き下げる目的で調達契約を

分割してはならない。

2．8　校関は、．
（1）‘調達契約の評価をコード及び措置に合致する形で行い，当該契約が捨置の
対象とな．るかどうかを判断するに．当たってコード及び措置を遵守する。

（2）措置の通用を避けることを目的として、特定の契約額算出方法を毘用しな
い。

3．入札手続
3．「森閑は、電気通信磁器及びサービスの調適について、撮大隈可能な限り、

一般競争入札手続を用いる。
台．2　政府は、その機関の入札手続が、
（1）無差別に適用され、
（2）戦争を滅ずる効果をもたらす形で、特定の供給者に特定の調適に関する情
報を提供せず、
（3）措龍の規定に合致することを椰保する。

4．随意契約の制限
4．1　機関は随意契約の利用を縮減する。

4∴2　混争的調達が政府調達に係る敢然及び冊子の基礎となっていることから、
随意契約は、フードにおいて刀三当化される例外的な場合にのみ使用され、ほ＝句又

は外国の電気通信機器及びサービスの供給者を優遇又昼排除するため、或いは捕
捉の内容、趣旨又は欄的に矛盾する態輝で用いられない。
4．3　楼閲は、癌都に付したが入札がない場合、再度の入札をしたが落札者が

ない場合、又は、極めて緊急を婁する場合を除き．、措定の対象となる随意契約に
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よる調達案件にフき、契約の少なくとも40日前に以下の事項を官報に公示する。
（1）当該調達案件の概要（調達数量を含む）
（2）契約予定日．

（3）随意契約としたコード上の理由

く4）随意契約が予定される相手方と協議が開始されている場合には、当該協議
を開始している者の名称

．意見招請
5．1　資料提供招請

桟関は、供給者からの資料等の提出を求めなければ適切な仕様等を決定するこ
とが困難な案件（80万SDRを超える調達額と見込まれるものに限る。）だっ

いては、急を要する場合及びコードに規定する単一入札（随意契約）に該当する

場合を除き、年度開始又は年度開始前の可能な限り早い時期に次の埠笹をとるも
のとする。
（1）税関は、予定される調達案件に係る基本的な要求要件に関する資料その
他必要な情報の提供招請につき官報に公示を行うとともに、供給者の要請に

応じ、その写しを提供する。
（2）官報の公示には、以下の事項を明らかにする。

（イ）・調達校閲名及び連絡先
（ロ）調達の概要（名称、数量及び調達に必要とされる基本的な要求要件）

（ハ’）筆料等の提供期限
（ニ）説明会を開催する場合にはその旨の注記
（3）上記（ハ）’の提出期限は、急を要する場合を除き、資料等の提供招請の公

示の翌日から起算して少なくとも30日以降の日とする。
（4）上記（2）の公示についての修正又は追加を行う場合、桜関は同時に資料
等の提供招請に応じたすべて由供給者に当該修正又は追加の情報を提供する。
当該修正又は追加の情報が上記．（2）（ロ）の調運の概要である場合、供給

者が当該修正や情報について十分検討し、対応できるよう少なくとも30日
を提供する。

5．2　仕様宙疫に対する定見招請

桟関は、（1）改造された製品若しくはサービス又は特別に開発された製昂若
しくはサービスの調達、’ぐ寧）単価5．－00SDR以下の製品若しくはサービスを
大愚購入する場合を除ぐ86万SDRを超える既製品又はサービスの調達、或い
は（3）その他按関か自らの判断により、意見招猫を必要とする調蓮につき、コ
ードに規定する月1－入札（随意契約）1こ該当する場合を除き、掛かのある供鎗者
が当該機閲が作成した仕様宙の案につき意見の振出を行うことができるよう、次
の捕龍をとるものとする。但し、急を婁する場合においては、具体的如由を烹見
招請の公示に明記して、供給者の対応が可能と認められる軋闇で期間を短縮する

ことができる。この場合、期間短縮をl窒lっても対応出来ない緊急の串席がある場
合には、上記の規定に1獅つらず、下記（イ）～（ニ）の一部又は全部を省略する
ことができる。ただし、その場合には、入札公宙において具体的翌l油を明記する。
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